
 

 

   

2025 年５月 15 日 

各 位 

                              会社名  株式会社ボードルア 

                                    代表者名  代表取締役社長 冨永 重寛 

  （コード番号：4413 東証プライム） 

問合せ先  経営管理本部長 水島 圭祐 

    （TEL 03-6807-4525） 

 

株式取得及び簡易株式交換による株式会社 SPIN TECHNOLOGY、株式会社悟空テクノロジーズ

及び株式会社 ONE-TECHの完全子会社化に関するお知らせ 

  

当社は、本日開催の取締役会（以下、「本取締役会」といいます。）において、株式会社 SPIN TECHNOLOGY

（以下、「SPIN TECHNOLOGY」といいます。）、株式会社悟空テクノロジーズ（以下、「悟空テクノロジー

ズ」といいます。）及び株式会社 ONE-TECH（以下、「ONE-TECH」といい、SPIN TECHNOLOGY と悟空テクノ

ロジーズ、ONE-TECH を総称して「対象会社グループ」といいます。）の発行済み株式の一部を取得し（以

下「本株式取得」といいます。）その後、当社を株式交換完全親会社、対象会社を株式交換完全子会社

とする簡易株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を行うことを決議し、同日付で株式譲渡契約

及び株式交換契約を締結いたしましたので、下記のとおり、お知らせいたします。 

なお、本株式交換は、会社法第 796 条第２項に基づき、当社の株主総会の承認を必要としない簡易

株式交換の手続により行う予定です。 

 

記 

 

1. 本株式取得及び本株式交換の目的 

当社及び当社子会社（以下「当社グループ」といいます。）は、社会のニーズの多様化により、あ

らゆる技術が高度化している時代背景の中、IT インフラストラクチャに特化した事業展開をしてお

ります。また、IT インフラストラクチャの中でも、成長著しい技術分野である、SDN と呼ばれるネ

ットワークの仮想化、クラウド、セキュリティ、ワイヤレス接続技術、ロードバランサーと呼ばれる

負荷分散装置などを対象とした先端技術領域に主軸をおいた事業を行っております。 

対象会社グループは若手を中心に IT サポート全般の事業を行っている会社であります。対象会社

グループが当社グループに加わり、当社のナレッジを共有することにより、将来的に当社グループ

の業績拡大に貢献すると考えております。 

 

2. 本株式取得及び本株式交換の方式 

当社は、SPIN TECHNOLOGYの発行済株式の 4,000 株のうち、本株式取得により 1,700 株取得し、残

り 2,300 株を本株式交換により取得することで、SPIN TECHNOLOGY を完全子会社化する予定です。 

当社は、悟空テクノロジーズの発行済株式の 2,000 株のうち、本株式取得により 850 株取得し、



 

 

残り 1,150 株を本株式交換により取得することで、悟空テクノロジーズを完全子会社化する予定で

す。 

当社は、ONE-TECH の発行済株式の 4,000 株のうち、本株式取得により 2,900 株取得し、残り 1,100

株を本株式交換により取得することで、ONE-TECH を完全子会社化する予定です。 

 

3. 本株式取得の概要 

(１)本株式取得の日程 

 

(２)本株式取得の方法 

当社は、2025 年５月 15 日付で（３）に記載の相手先との間で株式譲渡契約を締結し、2025 年

６月３日に SPIN TECHNOLOGY、悟空テクノロジーズ及び ONE-TECH の普通株式を譲り受ける予定で

す。 

 

(３)本株式取得の相手先の概要 

（SPIN TECHNOLOGY） 

 

 

 

①  株式取得取締役会決議日 2025 年５月 15 日 

②  株式譲渡契約締結日 2025 年５月 15 日 

③  株式取得完了日 2025 年６月３日（予定） 

①  名称 株式会社 TERRASOL 

②  所在地 東京都千代田区飯田橋三丁目２番 10-405 

③  代表者の役職・氏名 代表取締役 佐野 一遥 

④  事業内容 Web マーケティング事業等 

⑤  資本金 ３百万円 

⑥  設立年月日 2023 年５月 29 日 

⑦  純資産 相手先の要請により、非開示とさせて頂きます。 

⑧  総資産 相手先の要請により、非開示とさせて頂きます。 

⑨  上場会社と 

 当該会社の関係 

資本関係 該当事項なし 

人的関係 該当事項なし 

取引関係 該当事項なし 

関連当事者へ

の該当状況 

該当事項なし 

①  氏名 市村 真哉 

②  住所 神奈川県川崎市 

③  上場会社と 

 当該個人の関係 

該当事項なし 



 

 

（悟空テクノロジーズ） 

 

 

（ONE-TECH）    

 

①  名称 株式会社 TERRASOL 

②  所在地 東京都千代田区飯田橋三丁目２番 10-405 

③  代表者の役職・氏名 代表取締役 佐野 一遥 

④  事業内容 Web マーケティング事業等 

⑤  資本金 ３百万円 

⑥  設立年月日 2023 年５月 29 日 

⑦  純資産 相手先の要請により、非開示とさせて頂きます。 

⑧  総資産 相手先の要請により、非開示とさせて頂きます。 

⑨  上場会社と 

 当該会社の関係 

資本関係 該当事項なし 

人的関係 該当事項なし 

取引関係 該当事項なし 

関連当事者へ

の該当状況 

該当事項なし 

①  氏名 市村 真哉 

②  住所 神奈川県川崎市 

③  上場会社と 

 当該個人の関係 

該当事項なし 

①  名称 株式会社リクソル 

②  所在地 東京都港区六本木 3-4-33 マルマン六本木ビル 5F 

③  代表者の役職・氏名 代表取締役 濱中 健一 

④  事業内容 IT ソリューション事業等 

⑤  資本金 10 百万円 

⑥  設立年月日 2015 年５月 

⑦  純資産 相手先の要請により、非開示とさせて頂きます。 

⑧  総資産 相手先の要請により、非開示とさせて頂きます。 

⑨  上場会社と 

 当該会社の関係 

資本関係 該当事項なし 

人的関係 該当事項なし 

取引関係 該当事項なし 

関連当事者へ

の該当状況 

該当事項なし 

①  名称 株式会社 GREENINE 

②  所在地 東京都港区赤坂 9-7-1 ミッドタウン・タワー43F 



 

 

 

 

(４)取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（SPIN TECHNOLOGY） 

 

  （悟空テクノロジーズ） 

 

（ONE-TECH） 

③  代表者の役職・氏名 代表取締役 金弘 厚雄 

④  事業内容 不動産事業等 

⑤  資本金 99 百万円 

⑥  設立年月日 2011 年 12 月 19 日 

⑦  純資産 相手先の要請により、非開示とさせて頂きます。 

⑧  総資産 相手先の要請により、非開示とさせて頂きます。 

⑨  上場会社と 

 当該会社の関係 

資本関係 該当事項なし 

人的関係 該当事項なし 

取引関係 該当事項なし 

関連当事者へ

の該当状況 

該当事項なし 

①  氏名 市村 真哉 

②  住所 神奈川県川崎市 

③  上場会社と 

 当該個人の関係 

該当事項なし 

①  異動前の所有株式数 0 株（議決権所有割合 0.00％） 

②  取得株式数 1,700 株（議決権所有割合 42.5％） 

③  取得価額 株式会社 SPIN TECHNOLOGYの普通株式：263.5 百万円 

アドバイザリー費用等（概算額）：1.4 百万円 

合計（概算額）：264.9 百万円 

④  異動後の所有株式数 1,700 株（議決権所有割合 42.5％） 

①  異動前の所有株式数 0 株（議決権所有割合 0.00％） 

②  取得株式数 850 株（議決権所有割合 42.5％） 

③  取得価額 株式会社悟空テクノロジーズの普通株式：263.5 百万円 

アドバイザリー費用等（概算額）：1.4 百万円 

合計（概算額）：264.9 百万円 

④  異動後の所有株式数 850 株（議決権所有割合 42.5％） 

①  異動前の所有株式数 0 株（議決権所有割合 0.00％） 

②  取得株式数 2,900 株（議決権所有割合 72.5％） 



 

 

 

(５)取得価額の算定根拠 

当社は上記の取得価額を決定するに当たり、第三者算定機関である株式会社プルータス・コン

サルティング(以下「プルータス・コンサルティング」といいます。)に算定を依頼し、その算定結

果を参考として両者間で協議した結果、上記の取得価額にて合意いたしました。 

プルータス・コンサルティングは、対象会社グループの一株当たりの株価について、ディスカ

ウント・キャッシュ・フロー法（以下「DCF 法」といいます。）を採用し算定を行っております。

なお、DCF 法において使用した事業計画についての詳細は、「５．本株式交換に係る割当ての内容

の根拠等」の「（２）算定に関する事項」の「② 算定の概要」に記載のとおりです。 

 

4. 本株式交換の概要 

(１)本株式交換の日程 

（注）本件における株式交換は、会社法 796 条第２項に基づき、当社の株主総会の承認を必要と

しない簡易株式交換の手続により行う予定です。 

 

(２)本株式交換の方式 

当社及び対象会社グループは、2025 年５月 15 日付で株式交換契約を締結いたしました。本株式

交換は当社を株式交換完全親会社、対象会社グループを株式交換完全子会社とし、その効力の生

ずる日を 2025 年６月６日として行う予定です。 

 

(３)本株式交換に係る割当ての内容 

（SPIN TECHNOLOGY） 

（注１）当社は、SPIN TECHNOLOGY の普通株式１株に対して、当社普通株式 50 株を割当交付しま

す（但し、株式交換の効力発生日時点において当社が保有する SPIN TECHNOLOGYの普通

株式を除きます。）。なお、上記株式交換比率は、2025 年６月 1 日に効力発生予定である

③  取得価額 株式会社 ONE-TECH の普通株式：290 百万円 

アドバイザリー費用等（概算額）：1.4 百万円 

合計（概算額）：291.4 百万円 

④  異動後の所有株式数 2,900 株（議決権所有割合 72.5％） 

①  株式交換承認取締役会決議日 2025 年５月 15 日 

②  株式交換契約締結日 2025 年５月 15 日 

③  株式交換効力発生日 2025 年６月６日（予定） 

 当社 

(株式交換完全親会社) 

SPIN TECHNOLOGY 

（株式交換完全子会社） 

本株式交換に係る割当て比率 

（株式交換比率） 
1 50 

本株式交換により交付する 

株式数 
当社普通株式：115,000 株 



 

 

株式分割後の株式数を前提として決定されております。 

（注２）本株式交換により交付する当社の株式数 

当社は、本株式交換に際して、当社の普通株式 115,000 株を割当交付する予定です。当

社が交付する株式については、自己株式 115,000 株を交付する予定です。 

 

（悟空テクノロジーズ） 

（注１）当社は、悟空テクノロジーズの普通株式１株に対して、当社普通株式 101 株を割当交付

します（但し、株式交換の効力発生日時点において当社が保有する悟空テクノロジーズ

の普通株式を除きます。）。なお、上記株式交換比率は、2025 年６月 1 日に効力発生予定

である株式分割後の株式数を前提として決定されております。 

（注２）本株式交換により交付する当社の株式数 

当社は、本株式交換に際して、当社の普通株式 116,150 株を割当交付する予定です。当

社が交付する株式については、自己株式 116,150 株を交付する予定です。 

 

（ONE-TECH） 

（注１）当社は、ONE-TECH の普通株式１株に対して、当社普通株式 33 株を割当交付します（但

し、株式交換の効力発生日時点において当社が保有する ONE-TECH の普通株式を除きま

す。）。なお、上記株式交換比率は、2025 年６月 1 日に効力発生予定である株式分割後の

株式数を前提として決定されております。 

（注２）本株式交換により交付する当社の株式数 

当社は、本株式交換に際して、当社の普通株式 36,300 株を割当交付する予定です。当社

が交付する株式については、自己株式 36,300 株を交付する予定です。 

 

(４)本株式交換に伴う株式交換完全子会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

対象会社グループは、新株予約権及び新株予約権付社債を発行していないため、該当事項はあ

りません。 

 当社 

(株式交換完全親会社) 

悟空テクノロジーズ 

（株式交換完全子会社） 

本株式交換に係る割当て比率 

（株式交換比率） 
1 101 

本株式交換により交付する 

株式数 
当社普通株式：116,150 株 

 当社 

(株式交換完全親会社) 

ONE-TECH 

（株式交換完全子会社） 

本株式交換に係る割当て比率 

（株式交換比率） 
1 33 

本株式交換により交付する 

株式数 
当社普通株式：36,300 株 



 

 

 

5. 本株式交換に係る割当ての内容の根拠等 

(１)割当ての内容の根拠及び理由 

当社は、本株式交換の株式交換比率（以下「本株式交換比率」といいます。）の公平性・妥当性

を確保するため、当社及び対象会社グループから独立した第三者算定機関としてプルータス・コ

ンサルティングを選定し、対象会社の株式価値の算定を依頼しました。 

算定機関から提出を受けた対象会社の株式価値の算定結果を参考に、対象会社に対して実施し

たデューデリジェンスの結果等を踏まえて、対象会社グループの財務状況や将来の見通し等を総

合的に勘案し、当事者間で交渉・協議を重ねた結果、本株式交換比率が妥当であると判断しまし

た。 

 

(２)算定に関する事項 

① 算定機関の名称並びに当社及び対象会社グループとの関係 

プルータス・コンサルティングは、当社及び対象会社グループから独立した算定機関であ

り、当社及び対象会社グループの関連当事者には該当せず、重要な利害関係は有しません。 

 

② 算定の概要 

対象会社グループについては非上場会社であり、市場株価が存在しないため、将来の事業

活動の状況を評価に反映するため、DCF 法を採用いたしました。なお、プルータス・コンサル

ティングが DCF 法の採用にあたり前提とした対象会社グループの財務予測には、大幅な増減

益を見込んでいる事業年度が含まれております。具体的には P.14 補足説明資料にある通り、

業務移管や PMI、技術共有等により、SPIN TECHNOLOGY では 27 年 7 月期に前年度対比で 35 百

万円、悟空テクノロジーズでは 28 年 9 月期に前年度対比で 36 百万円、ONE-TECH では 27 年

12 月期に前年度対比で 28 百万円の営業利益の増加を各社の事業計画で見込んでおります。

なお、業務移管の影響等により、連結上の営業利益に与える影響は見積もることが困難な状

況でありますが、軽微であると判断しております。 

その結果、対象会社グループ株式の 1 株当たりの株式価値の評価レンジは以下の通りです。 

 

（SPIN TECHNOLOGY） 

 

（悟空テクノロジーズ） 

 

（ONE-TECH） 

算定方式 算定結果 

DCF 法 88,844 円～156,580 円 

算定方式 算定結果 

DCF 法 176,370 円～317,459 円 

算定方式 算定結果 



 

 

 

 

当社は、当社が東京証券取引所プライム市場に上場しており、市場株価が存在することか

ら、市場株価法を用いて算定いたしました。 

その結果、当社株式の 1 株当たり株式価値の評価額は以下のとおりです。 

上記評価額は、2025 年６月 1 日に効力発生予定である株式分割後の影響を前提として決定

されております。 

 

(３)上場廃止となる見込み及びその事由 

本株式交換により、当社は株式交換完全親会社となり、また株式交換完全子会社となる対象会

社グループは非上場のため、該当事項はありません。 

 

6. 本株式交換の当事会社の概要 

（SPIN TECHNOLOGY） 

 株式交換完全親会社 株式交換完全子会社 

① 名称 株式会社ボードルア 株式会社 SPIN TECHNOLOGY 

② 所在地 東京都港区麻布台１丁目３-１ 

麻布台ヒルズ 森 JP タワー17階 

東京都渋谷区渋谷 1-20-1 

井門美竹ビル 4F 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 冨永重寛 代表取締役 岡田佳祐 

④ 事業内容 IT インフラストラクチャ事業 システムソリューション、IT運用サポ

ート業務等 

⑤ 資本金 603 百万円 40 百万円 

⑥ 設立年月日 2007 年４月 20 日 2021 年８月２日 

⑦ 発行済株式数 16,034,354 株（2025年 2月 28 日現在） 4,000 株（2025 年４月 30 日現在） 

⑧ 決算期 ２月末日 ７月末日 

⑨ 従業員数 1,087 名（2025 年 2 月 28 日現在） 199 名（※契約社員・アルバイト含む） 

（2024 年７月 31 日現在） 

⑩ 主要取引先 ソフトバンク株式会社等 事業会社等 

⑪ 主要取引先銀行 みずほ銀行 - 

  

DCF 法 72,623 円～124,114 円 

算定方式 算定結果 

市場株価法 3,075 円 



 

 

⑫ 大株主及び持株比

率 

冨永重寛 39.34% 

藤井和也 14.67% 

小林剛士 4.24% 

程島義明 4.05% 

株式会社日本カストディ銀行 

（信託口）  3.53% 

日本マスタートラスト 

信託銀行株式会社（信託口） 3.37% 

ＢＮＹＭ ＳＡ／ＮＶ ＦＯＲ ＢＮＹＭ 

ＦＯＲ ＢＮＹＭ ＧＣＭ ＣＬＩＥＮＴ 

ＡＣＣＴＳ Ｍ ＩＬＭ ＦＥ 

（常任代理人 株式会社三菱 UFJ 銀行） 

1.29% 

ＪＰモルガン証券株式会社 1.27% 

會田裕規 1.15% 

株式会社日本カストディ銀行 

（投信 B 口）  1.11% 

 

 

2025 年２月 28 日現在 

株式会社 TERRASOL 75.00% 

岡田佳祐 15.00% 

 

 

2025 年４月 30 日現在 

⑬ 当事会社の関係 

 資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 当社と相手先との間には、業務支援等、若干の取引関係があります。 

関連当事者への 

該当状況 
該当事項はありません。 

⑭ 直近 3 年間の経営成績及び財政状態（単位：百万円。特記しているものを除く） 

 当社 

（連結）（注） 

SPIN TECHNOLOGY 

（単体） 

決算期 
2023 年 

２月期 

2024 年 

２月期 

2025 年 

２月期 

2022 年 

７月期 

2023 年 

７月期 

2024 年 

７月期 

純資産 3,714 4,251 4,571 17 37 69 

総資産 5,227 6,939 8,602 74 154 309 

1 株当たり純資産（円） 234.37 270.67 295.29 4,256.04 9,254.33 17,486.44 

売上高 5,244 7,330 7,330 111 546 910 

営業利益 975 1,585 2,460 △23 20 45 

当期利益 793 1,161 1,799 △22 19 32 

1 株当たり配当金（円） ― ― ― ― ― ― 

 



 

 

（悟空テクノロジーズ） 

 株式交換完全親会社 株式交換完全子会社 

① 名称 株式会社ボードルア 株式会社悟空テクノロジーズ 

② 所在地 東京都港区麻布台１丁目３-１ 

麻布台ヒルズ 森 JP タワー17階 

東京都港区虎ノ門１丁目 12-1 

虎ノ門第一法規ビル２F 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 冨永重寛 代表取締役 野田達也 

代表取締役 野本喜彦 

④ 事業内容 IT インフラストラクチャ事業 IT ソリューション、IT サポート業務

等 

⑤ 資本金 603 百万円 20 百万円 

⑥ 設立年月日 2007 年４月 20 日 2021 年 10 月５日 

⑦ 発行済株式数 16,034,354 株（2025年 2月 28 日現在） 2,000 株（2025 年４月 30 日現在） 

⑧ 決算期 ２月末日 ９月末日 

⑨ 従業員数 1,087 名（2025 年 2 月 28 日現在） 190 名（※契約社員・アルバイト含む） 

（2024 年９月 30 日現在） 

⑩ 主要取引先 ソフトバンク株式会社等 事業会社等 

⑪ 主要取引先銀行 みずほ銀行 - 

⑫ 大株主及び持株比

率 

冨永重寛 39.34% 

藤井和也 14.67% 

小林剛士 4.24% 

程島義明 4.05% 

株式会社日本カストディ銀行 

（信託口）  3.53% 

日本マスタートラスト 

信託銀行株式会社（信託口） 3.37% 

ＢＮＹＭ ＳＡ／ＮＶ ＦＯＲ ＢＮＹＭ 

ＦＯＲ ＢＮＹＭ ＧＣＭ ＣＬＩＥＮＴ 

ＡＣＣＴＳ Ｍ ＩＬＭ ＦＥ 

（常任代理人 株式会社三菱 UFJ 銀行） 

1.29% 

ＪＰモルガン証券株式会社 1.27% 

會田裕規 1.15% 

株式会社日本カストディ銀行 

（投信 B 口）  1.11% 

 

 

2025 年２月 28 日現在 

株式会社 TERRASOL 75.00% 

野田達也 15.00% 

 

 

2025 年４月 30 日現在 

  



 

 

 

⑬ 当事会社の関係 

 資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者への 

該当状況 
該当事項はありません。 

⑭ 直近 3 年間の経営成績及び財政状態（単位：百万円。特記しているものを除く） 

 当社 

（連結）（注） 

悟空テクノロジーズ 

（単体） 

決算期 
2023 年 

２月期 

2024 年 

２月期 

2025 年 

２月期 

2022 年 

９月期 

2023 年 

９月期 

2024 年 

９月期 

純資産 3,714 4,251 4,571 ８ 41 53 

総資産 5,227 6,939 8,602 48 148 219 

1 株当たり純資産（円） 234.37 270.67 295.29 4,015.26 10,390.43 26,856.97 

売上高 5,244 7,330 7,330 115 497 735 

営業利益 975 1,585 2,460 △13 38 14 

当期利益 793 1,161 1,799 △11 33 12 

1 株当たり配当金（円） ― ― ― ― ― ― 

 

（ONE-TECH） 

 株式交換完全親会社 株式交換完全子会社 

① 名称 株式会社ボードルア 株式会社 ONE-TECH 

② 所在地 東京都港区麻布台１丁目３-１ 

麻布台ヒルズ 森 JP タワー17階 

東京都渋谷区桜丘 20-12 

ル・カルティエ桜丘 201 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 冨永重寛 代表取締役 高木駿 

④ 事業内容 IT インフラストラクチャ事業 IT サポート業務等 

⑤ 資本金 603 百万円 20 百万円 

⑥ 設立年月日 2007 年４月 20 日 2022 年１月 26 日 

⑦ 発行済株式数 16,034,354 株（2025年 2月 28 日現在） 4,000 株（2025 年４月 30 日現在） 

⑧ 決算期 ２月末日 12 月末日 

⑨ 従業員数 1,087 名（2025 年 2 月 28 日現在） 147 名（※契約社員・アルバイト含む） 

（2024 年 12 月 31 日現在） 

⑩ 主要取引先 ソフトバンク株式会社等 事業会社等 

⑪ 主要取引先銀行 みずほ銀行 - 

  



 

 

⑫ 大株主及び持株比

率 

冨永重寛 39.34% 

藤井和也 14.67% 

小林剛士 4.24% 

程島義明 4.05% 

株式会社日本カストディ銀行 

（信託口）  3.53% 

日本マスタートラスト 

信託銀行株式会社（信託口） 3.37% 

ＢＮＹＭ ＳＡ／ＮＶ ＦＯＲ ＢＮＹＭ 

ＦＯＲ ＢＮＹＭ ＧＣＭ ＣＬＩＥＮＴ 

ＡＣＣＴＳ Ｍ ＩＬＭ ＦＥ 

（常任代理人 株式会社三菱 UFJ 銀行） 

1.29% 

ＪＰモルガン証券株式会社 1.27% 

會田裕規 1.15% 

株式会社日本カストディ銀行 

（投信 B 口）  1.11% 

 

2025 年２月 28 日現在 

株式会社リクソル 47.5% 

高木駿 25.00% 

株式会社 GREENINE 22.50% 

 

 

2025 年４月 30 日現在 

⑬ 当事会社の関係 

 資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者への 

該当状況 
該当事項はありません。 

⑭ 直近 3 年間の経営成績及び財政状態（単位：百万円。特記しているものを除く） 

 当社 

（連結）（注） 

ONE-TECH 

（単体） 

決算期 
2023 年 

２月期 

2024 年 

２月期 

2025 年 

２月期 

2022 年 

12 月期 

2023 年 

12 月期 

2024 年 

12 月期 

純資産 3,714 4,251 4,571 △5 △0 7 

総資産 5,227 6,939 8,602 30 68 127 

1 株当たり純資産（円） 234.37 270.67 295.29 △

2,590.15 

△311.77 3,796.89 

売上高 5,244 7,330 7,330 62 312 567 

営業利益 975 1,585 2,460 △25 5 9 

当期利益 793 1,161 1,799 △25 4 8 

1 株当たり配当金（円） ― ― ― ― ― ― 

（注）当社の 2024 年 2 月期及び 2025 年 2 月期の各種指標は、IFRS 会計基準に基づく数値を記載して



 

 

おります。 

 

7. 本株式交換実施後の状況 

株式交換完全親会社である当社において、本株式交換における名称、本店所在地、代表者の役職・

氏名、事業内容、及び決算期についての変更はなく、純資産及び総資産の額については、現時点では

確定しておりません。 

 

8. 会計処理の概要 

本株式交換に伴う会計処理は、「企業結合に関する会計基準」における「取得」に該当します。 

なお、本株式交換によりのれんの発生が見込まれますが、その金額は現時点で未確定です。 

 

9. 今後の見通し 

本件により、対象会社グループは 2025 年 6 月より連結子会社になることを想定しております。当

社の連結業績に与える影響につきましては現在精査中であり、今後、公表すべき事項が生じた場合

は速やかに開示いたします。 

 

以上 



M&A戦略イメージ

1. 若手中心の会社をM&A

→若手中心のITサポート全般の事業を行っている会社であれば、リスキリングしやすい

ボードルア

子会社

①移管案件

①既存案件

混合チーム

短期目的 中長期目的

ボードルア

子会社

引継ぎ後

より良い案件の獲得

当社の高度専門人材が

サポートしながら

業務を引き継ぎ

・ZOSTEC、ALJOYは前期(2025年2月期)から②による成長も加わった
・アクティアスは来期(2027年2月期)から50名程度、専門人材を育成見込み

②

各社の競争優位性を高め
グループ全体での業績拡大を目指す

①移管案件

②技術共有・育成

希望者に技術共有を行い、子会社から

も専門人材を育成していくことにより

子会社自身での成長をサポート

当社でなくてもまわせる案件を

子会社の既存案件と入替

子会社の既存案件よりも移管案件の方が

収益性が高いため、買収後に利益が改善

①業務移管

2. 若手中心ではない、既に高い技術を持つ会社

M&Aの相手先として1.～3.が対象となるが、今回の対象3社は 1. の会社となる

→リスキリングが難しいため、当社と事業領域を近似にする必要あり

3. ITインフラストラクチャとの親和性の高い領域の会社(AI、IoT、DXなど)

以前にM&AしたZOSTEC、ALJOYは、買収後①により収益が改善(2024年2月期)
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